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【発刊に際しての委員長推薦のことば】 

電力系統用パワーエレクトロニクス設備の保全ガイドライン専門委員会 

委員長 東京都市大学 中島 達人 

 

電力系統用パワーエレクトロニクス設備は，1990年代～2000年前後に設置された設備が多く，導入から30

年を超過するものが出てきており，高経年化が進んでいる。2001年に電気協同研究 第57巻 第2号「電力系

統用パワーエレクトロニクス設備の現状と設計・保守基準」において，事故・障害実績等を調査して以降，

20年程度経過していることから，最新の事故・障害実績データや劣化調査状況等を踏まえて，設備更新も含

めた適切な保全計画を立案する必要があり，高経年化が想定される電力系統用パワーエレクトロニクス設備

の保全等ガイドラインの作成が求められている。 

また，東日本大震災以降，各種の系統連系容量の増強が行われており，2019年には新北海道本州間連系設

備（以下，新北本HVDCと略す）において，日本に初めて自励変換器が採用されるなど，自励変換器による電

力系統用パワーエレクトロニクスの適用拡大が見込まれることから，自励変換器を含めた最新の電力系統用

パワーエレクトロニクス設備の技術動向についても関心が高まっている状況にある。 

既存設備の現況としては，サイリスタバルブと制御保護装置の想定期待寿命が相違していることを踏まえ，

サイリスタバルブなどの主回路は更新せず，制御保護装置のみの更新工事が実施されている状況にあり，ラ

イフサイクルコストの最適化を指向した対応が進められる中，今後の同種工事における考慮事項を広く認知・

共有する必要がある。 

以上の情勢を踏まえ，2021年10月に「電力系統用パワーエレクトロニクス設備の保全ガイドライン専門委

員会」を設立し，パワーエレクトロニクス設備の各構成機器の専門チームにより，下記について取り纏めを

行った。本書がパワーエレクトロニクス設備の計画，設計，開発，製作，運用，保守に従事される若手層か

ら熟練層まで幅広い技術者の皆様の業務に資する技術バイブルとして活用されることを切に期待する。 

 

【主な記載内容】 

 自励変換器他の最新技術を含めた技術変遷の調査 

自励変換器を含む国内外の電力系統用パワーエレクトロニクス設備の技術変遷調査結果から，設計ポイン

トや技術ノウハウについて取り纏めた。 

 電力系統用パワーエレクトロニクス設備の保全実態調査 

使用者を対象とした新北本 HVDC を含む国内の電力系統用パワーエレクトロニクス設備の設備実態および

事故・障害実績の調査結果から，事故や故障の発生状況，ならびに現状の保全方法や設備対策等を取り纏

めた。 



 

 制御保護装置更新時の課題調査・必要な設計事項等の検討 

使用者および製造者を対象とした周波数変換設備等の制御保護装置のみを更新する場合の課題調査結果か

ら，今後の同種工事に反映すべきポイントなどを整理し，あわせて，仕様統一の必要性や新信濃，佐久

間，東清水の 3FC仕様統一について取り纏めた。 

 保全ガイドラインの策定 

使用者および製造者を対象とした点検・補修実態や運転・障害実績等の調査結果から，制御保護装置の更

新に合わせた 2系列化など，今後の設備形成に反映すべき点，変換器の点検項目など保守上の留意点につ

いて整理するとともに，パワー半導体素子の経年特性評価，ディジタル技術による保全高度化の現状を取

り纏めた。 

  

以 上 


